
平成29年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について

1,195,924

③

対象

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

　市内の防火対象物、在住
者、在勤者

意図
事業
目的

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

⑤

⑥

指標

①

② 消防災害出動件数

火災出動件数 10

中央消防署消防活動事業

２節　生活の豊かさを実感できる流山（生活環境の整備） 主管課 中央消防署

会計 小事大事

01

目項

09 01 01 11 01

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

　災害等の発生時に被害を最小限に留める。
　市民に対し、消防訓練等の実施及び防火対象物への立ち入り検査の実施。

　昭和４１年４月１日に消防本部及び消防署が発足以来、常磐自動車道及びつくばエクスプレ
スの開通に伴い、管轄区域の防火対象物及び人口の増加、都市形態・生活環境等が変化し都市
型災害により消防活動は一層重要になる。

　災害に強い町づくり。
　市民の災害に備えた防災意識を身に付ける。

主管課長 高市　薫自然災害・都市災害への備えと予防

名　　称 平成27年度 平成28年度 平成29年度

2-3

事業名

政　策
施　策

02

↘↘↘

81 80

件 ↗↗↗

消防訓練 72 111 91

件

防火対象物の立ち入り検
査

120

平成29年度

1,195,924

29.00

1,092,920

自治会・自衛消防組織等の要請に対し、消防訓練を実施
し、市民に防災意識の高揚に繋がっている。

目的に対する現状（客観的事実・データに
基づく現在の状況や取組状況）

　自治会・自衛消防組織等の要請に対
し、消防訓練を実施している。

　火災を未然に防ぐため、防火対象物
の立ち入り検査を実施している。

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

人役・嘱託(人)

④

うち一般財源

 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト

7 8 件

182 144

102

件 ↗↗↗

↘↘↘

210,840,000 199,085,000 194,648,000

28.00 29.00

必要性

平成28年度

1,220,129

1,092,920

212,060,129 200,280,924 195,740,920

平成27年度

今後の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

1,220,129

③取組の
課題

　市内全域で地震等の大規模災害発生
の場合は、消防力に限界があるため、
各地域の住民の自助・共助の災害対応
能力の向上が必要であり、さらに公助
との連携が必要となる。

④今後
(H30以降)

の
改善計画

　署員の消防技術の向上及び自治会等
の住民に対する消防訓練の推進を図
り、防火対象物の立入検査や住宅用火
災警報器の普及・啓発活動を強化し
て、地域住民の安全に努める。

①今年度
(H29)の
改善計画

②今年度
(H29)に
実施した

取組

　火災予防の観点から防火対象物の査
察指導の充実・強化を図るため、署員
の予防技術の向上を目指す。また、署
員の消防活動能力向上のため、各種訓
練や講習会等の受講の推進。

　署員の各種資格取得。また、自治会
等の消防訓練の実施及び防火対象物の
立入検査並びに住宅用火災警報器の普
及・啓発活動の実施。

Ａ　達成できた

Ｃ　対象が広すぎる

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

個別評価
Ａ　市が担うべき

有効性

市関与の必要性

Ａ　必要性が高まると
考えられる


